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太平洋新国土軸と東九州軸の交通網整備による 
防災・経済両面から見た地域レジリエンスの向上 

九州大学 大学院工学研究院 教授

塚原 健一 

１．はじめに 

第五次全国総合開発計画、２１世紀の国土のグラ

ンドデザイン（五全総）は１９９８年に策定されている。

これは、１９９５年に発生した阪神淡路大震災を踏ま

えて災害に対する粘り強さが大きく位置づけられ、国

土に代替性の高い多様な利用可能性と自然災害に

対する粘り強さが与えられるとともに、質の高い国土

軸を形成する基礎的な国内交通体系の整備が謳わ

れており、太平洋新国土軸を構成する交通体系の中

に豊予海峡道路が含まれている。さらに、四国新幹

線は全国新幹線鉄道整備法の建設を開始すべき新

幹線鉄道の路線を定める基本計画として、起点を大

阪市、終点を大分市として定められている。 

本稿では、五全総で示された「太平洋新国土軸」の

重要性を踏まえつつ、豊予海峡ルート（道路及び新

幹線）の重要性を、防災・経済両面から見た地域レジ

リエンスの向上の視点から論じる。

２．山陽道途絶による九州全体の脆弱性 

西日本を中心に発生した平成３０年７月豪雨により、

中国地方の東西を結ぶ幹線道路や鉄道などの人流・

物流の大動脈が寸断され、広域交通ネットワークのリ

ダンダンシーを確保することの重要性が改めて認識

されたことは記憶に新しい。また、山陽道は１９９５年

の阪神淡路大震災においても甚大な損害を受け、新

幹線や高速道路など復旧に長期間を要し、西日本全

域の人流・物流に大きな悪影響をもたらした。 

 九州から本州方面へ移動するには航空機を除けば

実質的には山陽道しかなく、特に旅客流動量でみる

と、九州から近畿及び中部方面への移動は２０１８年

度は約６５％が山陽新幹線を利用している。更に近

年ヨーロッパを中心に近距離の航空機利用を控える

動きが出てきており、西日本地域においても２・３時

間程度の新幹線移動の区間は航空機からの転換が

進み、山陽新幹線への依存度は高まってくることが

予想される。そうなれば山陽道一本に依存する九州

の脆弱性はさらに高まることになり、代替ルートの整

備が重要となってくる。 

図表１は国土交通省が平成３０年７月豪雨後にまと

めた、山陽道途絶の代替ルートとなったフェリー輸送

の状況である。これを見ると見事に太平洋新国土軸

が代替ルートとなっていることが判る。 
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３．東九州軸交通インフラ整備の遅れによる 

南海トラフ地震に対する脆弱性 

大分県を含む東九州地域は南海トラフ地震の想定

域にあり、政府の地震調査研究推進本部によれば今

後３０年の発生確率は７０～８０％とされていることを

考えれば、「必ず発生する」と想定して対策を講じる

必要がある。国土交通省九州地方整備局等によって

構成される九州道路啓開等協議会は九州道路啓開

計画（図表２）を策定した。 

被災地支援の主要ルートとして東九州自動車道、

大分自動車道、宮崎自動車道、国道５７号、国道２１８

号を位置付けているが、このうち東九州自動車道は

道路構造自体の問題点、国道５７号、国道２１８号等

の一般国道については、法面や構造物に脆弱な箇所

が多いなど、被災後短期間での啓開には疑問が残る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽図表１ 平成３０年７月豪雨災害時のリダンダンシー機能の確保（定期航路、フェリー） 

▽図表２ 九州道路啓開計画 

出典：国土交通省資料 

出典：国土交通省九州地方整備局 
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平成２８年熊本地震でも構造物の破損や土砂崩れ

により数か所で高速道路が通行止めとなったが、被

災した九州自動車道や大分自動車道は上下線独立

構造であったため、片側を作業しながら片側を開通

させることにより早期の開通が可能であった。一方で

平成３０年７月豪雨では２車線の暫定供用区間であ

る東九州自動車道椎田南－豊前ＩＣ間で土砂崩れが

発生し長期にわたり全面通行止めを余儀なくされた。 

このように同じ高速道路でも上下線独立構造と暫

定２車線構造では地震時の強靭性に大きな違いが出

る。ましてや国道５７号や国道２１８号は構造的に高速

道路より脆弱なうえ、想定震度の大きなエリアを通過

しており、地震時には大規模な土砂災害が予想され、

早期の啓開には多大な困難が予想される。 

このため被災後の実際の支援活動では大分自動

車道と宮崎自動車道を活用して太平洋側に到達し、

南北方面に展開する必要がある。しかし太平洋沿岸

部の状況を見ると、大分県、宮崎県の多くの部分で

国道１０号は海抜の低い地域を通っており津波被害

も相まって利用が困難となるため東九州自動車道の

早期の啓開・活用が不可欠であるが、前述のとおり

暫定２車線区間殆どで困難が予想されるため、早期

の上下線独立構造での４車線全面開通が望まれる。 

被災後の地域の復興に際しては人流の回復が必

要不可欠であり、鉄道の重要性は論ずるまでもない。

国道１０号と同様に日豊本線も海抜の低い地域を通

っており早期の復旧は困難と考えられる。一方で平

成２８年熊本地震による九州新幹線の被害は軽微で

あり早期に復旧がなされた。 

 

 

発災後の九州新幹線の活用については、人流のみ

ならず物流についても大いに期待できる。新幹線の

コンテナ輸送への活用については、JR 九州初代社長

の石井幸孝氏が提唱している（九州発「国のかたち」

を問う、２０２０年三岳出版社）。これらのことを考える

と豊予海峡ルートを含む四国新幹線と同様に全国新

幹線鉄道整備法の基本計画に位置付けられている

東九州新幹線の着工を急ぐべきである。 

本章及び第２章を総合すると、西日本広域のレジリ

エンスの確保及び九州全域のレジリエンスの確保に

おける、東九州軸（東九州新幹線及び東九州道完全

４車線化）と豊予海峡ルートの位置づけが明確となる。 

▽図表３ 平成２８年熊本地震の

由布岳 PA 付近復旧状況 

▽図表４ 平成３０年７月豪雨の

椎田南 IC 付近被災状況 

出典：NEXCO西日本資料 

出典：NEXCO西日本資料 
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図表５は平成３０年西日本豪雨の際の物流ルート

の途絶を表したものであるが、九州自動車道も山陽

道ルート途絶で無力化するので大分自動車道（そし

て将来の中九州道路、九州横断道路）から四国ルー

トに迂回せざるを得ない。交通途絶が大規模化、長

期化すればこの輸送需要をフェリーのみで対応する

のは不可能で、四国ルートに接続する豊予海峡ルー

トの整備が不可欠なことは明白である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、大規模災害時における九州内での地域内支

援のケースを考える。図表６の左は西九州-東九州間

の支援ルートを示し、図表６の右は２０１１年東日本大

震災の際の道路啓開のルートを示したものである。 

東日本大震災の際は国道４５号（三陸沿岸道路）

の整備が不十分であり南北軸が十分機能せず、また

横軸の一般道の被災は甚大で道路啓開に多大な労

力と時間を要した。これは現状の東九州自動車道及

び国道５７号、２１８号と同じ状況であり、東日本大震

災の教訓を活かすためにも、これらの整備が不可欠

であることが明白である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．中小都市でも大都市圏に負けない活力を 

維持するための交通網整備 

前項では災害に対するレジリエンス（災害への対

応力や回復力）の観点から豊予海峡ルート、東九州

自動車道４車線化、東九州新幹線の整備を論じたが、

地域のレジリエンスを確保するには災害に対する強

靭化だけでなく地域経済の強靭化も必要であるため、

本項では交通網の整備による地域のレジリエンスに

ついて述べたい。 

東九州地域は大分市、宮崎市以外は殆どが人口 

１０万人以下の中小都市である。これら地域の方々か

らは、人口が小さいので大学や産業も立地せず、地

域の繁栄・維持が困難であるとの話をよく聞く。確か

に人口減少は日本全国共通の課題であり、また簡単

に人口が増加する方策も難しいものがある。しかし

地域人口が小さいからと言って地域が繁栄しないと

いうのは思い込みであるという事例を示したい。 

オランダは国土面積が九州と同じくらいあり、人口

も約１,７００万人と九州の１.３倍程度で九州と比較す

るには適している国である。図表７は世界大学ランキ

ング１００位以内の、日本とオランダの大学一覧であ

る。九州の１.３倍の人口のオランダに世界１００位以内

の大学が７校存在している。 

 

 

 

 

▽図表５ 平成３０年西日本豪雨の際の物流ルート 

▽図表６ 九州と東北の道路啓開 
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英語圏を主体とする評価なのでアメリカ、イギリス

は別格として、人口６,７００万人のフランスが５校、人

口６,０００万人のイタリアは０校、日本は２校というこ

とを鑑みると驚異的な数字である。またオランダの 

７校の立地する都市人口をみると、人口４万人のヴァ

ーヘニンゲン市にあるヴァーヘニンゲン大学、人口 

１２万人のライデン市のライデン大学、人口１８万人の

フローニンゲン市にあるフローニンゲン大学等、中小

都市に在する大学が多数あることが見て取れる。こ

のなかでフローニンゲン市の例を見てみたい。フロー

ニンゲン市はオランダの国土の北端に位置し１８万人

という人口を考えると本州の中の弘前市と同様の立

地条件にある。図表８はオランダの首都アムステルダ

ムとフローニンゲン市の位置関係及びオランダの各

州の一人当たりＧＤＰを示したものである。これを見

るとフローニンゲン州は首都がある北オランダ州と同

程度のＧＤＰであることが判る。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

なぜ国土北端の中規模都市のＧＤＰが首都に比肩

し、２０２０年度のフローニンゲン大学の世界ランキン

グは７３位と、京都大学の６２位に比肩しうる位置に

あるのか。その理由は交通ネットワークにある。 

図表９はＥＵ中心部の一人当たりＧＤＰを示した地

図で、図表１０は、図表９の地域に対応する、ＥＵが公

表している陸上交通を利用して３時間以内でアクセ

スできる地域の人口を示した図である。隣接している

フローニンゲン市を含むオランダ南部、ベルギー、ド

イツ西部は３時間以内のアクセス人口が２,５００万人

以上あり、ＥＵの他の地域より圧倒的に日帰り交流圏

人口が多い。この地図をＥＵの地域ごとの一人当たり

ＧＤＰの図と比べると、ＧＤＰの高い地域と３時間アク

セス人口が大きい地域は一致することが判る。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽図表７ THE 世界大学ランキング(２０２０年) 

▽図表８ フローニンゲンの位置と地域 GDP 

出典：THE 世界大学ランキング 

出典：欧州連合統計（EUROSTAT）より筆者作成 

▽図表９ EU 中心部の一人当たり GDP 

出典：欧州連合統計（EUROSTAT）より筆者作成 

アムステルダム 

フローニンゲン 

アムステルダム 

フローニンゲン 
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 東九州は人口の少ない都市が多く地域の維持・繁

栄が困難となっている。しかしオランダの事例を見て

も解るように、人口が少ないことがハンデキャップな

のではなく、交流人口が少ないことがハンデキャップ

なのである。豊予海峡ルートを含む四国新幹線と東

九州新幹線の整備により大分県、宮崎県の大部分の

人口が陸上交通３時間圏内に中国、四国、大阪・京

都近郊を持つことにより、地域の活力を維持増進し

経済面から見た地域のレジリエンスを確保すること

が可能となる。 

 

５．おわりに 

本稿では、五全総で示された「太平洋新国土軸」の

重要性を踏まえつつ、豊予海峡道路及び豊予海峡新

幹線（豊予海峡ルート）の重要性を、防災・経済両面

から見た地域レジリエンスの向上の視点から論じた。 

防災面では山陽道途絶の際の太平洋新国土軸の

重要性を示すとともに、九州内の高速道路網の不備

による南海トラフ地震対策の困難性を指摘し、復旧

過程における人流確保の面からも四国新幹線（大阪

－大分）、東九州新幹線の重要性を示した。経済面

でも人口が少ない都市を多く抱える東九州地域でも

交通ネットワークの充実により、首都圏や近畿圏に引

けを取らない地域繁栄の可能性があることをＥＵに

おけるオランダの地方都市の事例から示した。 

太平洋新国土軸と東九州軸の交通網整備は東九

州地域のレジリエンスに不可欠であり、国土強靭化

の最重要課題として取り組んでゆくことが求められる。

小生の愛読する塩野七生著、ローマ人の物語Ｘ「す

べての道はローマに通ず」より「政治家や官僚の仕事

は、国民一人一人が各人各様の夢やゆとりをもてる

ような、基盤を整えることです。」という言葉で本稿の

まとめとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽図表１０ 陸上交通の３時間アクセス人口 

出典：European Spatial Planning  

 Observation Network（ESPON） 

オランダ 

ドイツ ベルギー 

フランス 

スイス 

イタリア 


